
 

 

 

 

県産品拡大展開総合支援事業補助金（見本市・展示商談会等出展支援） 

実 施 要 領 

 

（通則） 

第１条 県産品拡大展開総合支援事業補助金のうち、「見本市・展示商談会等出展支援」にかかる

補助金については、県産品拡大展開総合支援事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）、

その他の法令に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要領における語句の意義は、特別に定めのある場合を除き、交付要綱で定める 

ところによる。 

 

（対象経費及び証憑書類） 

第３条 交付要綱別表第２に定める補助対象経費、補助対象経費を確認するための証憑書類、補助

に関する留意事項等については、別表のとおりとする 

 

（補助対象外経費） 

第４条 補助事業の対象となる目的以外を兼ねて支出したと認められる経費については、補助対象

外とする。 

２ 交付決定前に支払いを行った経費、相殺等支払いが確認できない経費については、補助対象外 

とする。 

 

（交付の申請） 

第５条 交付要綱第６条第１項に規定する知事が定める添付書類は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 申請者の履歴事項証明書 

⑵ 県税納税証明書（法人事業税又は個人事業税） 

⑶ 国税納税証明書（法人税又は申告所得税） 

⑷ 会社概要（別紙１） 

⑸ 企画書（別紙２） 

⑹ 日程表（別紙３） 

 ⑺ 収支計算書（申請）（別紙４） 

 ⑻ 誓約書（別紙５） 

 ⑼ その他申請内容を補完するために必要な書類 

２ 知事は、特に必要がないと認める場合には、前項の書類の一部を省略させることができる。 

 

（実績報告） 

第６条 交付要綱第 12条第１項に規定する知事が定める添付書類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 事業成果報告書（別紙６）  

⑵ 収支精算書（実績報告）（別紙７）  

⑶ その他申請内容を補完するために必要な書類 

 

（雑則） 

第７条 この要領に定めるほか、必要な事項は別に定める。 



 

 

 

 

 附 則 

この要領は、平成 28年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成 29年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成 29年 10 月 2日から適用する。 

 附 則 

この要領は、平成 31年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この要領は、令和２年９月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 改正後の要領の規定は、適用日以後の申請に係る補助金について適用し、適用日前の申請 

に係る補助金については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別表（第３条関係） 

補助対象経費 証憑書類及び留意事項 

ア 出展小間料には、以下の経

費（これに相当する経費を

含む）とする。 

１ 小間指定料 

２ パッケージ小間（装飾費が

オプションで付加された小

間） 

１ 証憑書類 

 ⑴ 申込書または出展契約等（出展小間料の確認できるものに

限る） 

 ⑵ 領収書または支払いが確認できる振込証等 

２ 留意事項 

 ⑴ 補助対象となる見本市・展示商談会等は、県外流通事業者

との商談、取引斡旋を主たる目的とするものであり、販売行

為が中心となるものや、催事、情報発信イベント等について

は、その名称如何を問わず、補助対象外とする。 

⑵ 次のような出展方法による場合にあっては、補助対象とな

る出展小間料は、小間等の使用面積による按分、または費用

負担割合による按分等の方法により、補助対象経費を算出す

るものとする。 

  ① 補助対象事業者を含む複数の県内生産者、県内流通事業

者による共同出展の場合 

② 支援機関等が一括して借上げた小間に出展し、応分の費

用を負担する場合 

イ ブース設営・運営費とは、

以下の経費（これに相当する

経費を含む）とする。 

１ パネル等制作費 

２ 装飾・設営費 

３ 電気、水道工事費 

４ 什器・機器等リース費 

５ 光熱水費、共益費 

６ その他パネル制作等出展

ブースの装飾に必要と認め

られる経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 証憑書類 

 ⑴ 請求書 

 ⑵ 領収書または支払いが確認できる振込証等 

２ 留意事項 

⑴  パネル制作費等は、当該見本市への出展に必要なもの（汎

用性が無く、当該見本市以外での使用が想定されないもの）

に限るものとし、制作物は、画像データ、発注数量、実際に

ブースでの使用が確認できる資料を提出すること。 

 また、５社以上の共同出展または支援機関とりまとめの場

合は、パンフレット、ポスター、コングレスバック等、沖縄

ブースの訴求に必要と認められる経費も対象とする。ただ

し、特定の県内生産者等の商品に限定して制作したものは対

象外とする。 

⑵  試飲、試食に必要な紙コップ、紙皿等の消耗品費、試飲・

試食費、サンプル代、輸送費、その他これらに相当する経費

は含まない。 

 ⑶ 什器・機器リース費において、返却が予定されておらず、

消耗品として取扱うことが適当であると判断されるものに

ついては、補助対象外とする。 

⑷ 上記ア２(2)（５者以上の共同出展または支援機関とりま

とめ）の場合は、補助対象となるブース設営・運営費は、小

間の使用面積による按分、または費用負担割合による按分等

の方法により、補助対象経費を算出するものとする。 



 

 

 

 

ウ 商品説明員（マネキン）の

雇用に関する経費とは、以下

の経費（これに相当する経費

を含む）とする。 

１ 人件費（時間外勤務に伴う

経費を含む） 

２ 交通費 

３ 紹介手数料 

４ 販売説明員の人材派遣会

社等の規定に基づき請求さ

れるその他諸手当等 

 

１ 証憑書類 

 ⑴ 請求書 

 ⑵ 領収書または支払いが確認できる銀行振込証等 

２ 留意事項 

 ⑴ 上記証憑書類については、法人格を有する会社等から発行

されたものとし、個人等から発行される簡易なものは、証憑

書類として認めない。 

⑵ 源泉徴収が必要な場合は、所管の税務署へ納付する等、適

正な経理処理を行うこと。 

エ 航空運賃（普通席）とは、

以下の経費（これに相当する

経費を含む）とする。 

１ 旅客施設使用料 

２ 発券手数料 

３ 株主優待券の購入に要す

る経費（ただし、株主優待券

購入により、航空運賃が低廉

になる場合に限る） 

４ LCCを利用した場合におけ

る座席指定料金等（フルサー

ビスキャリアにおいて航空

運賃（普通席）に含まれるも

のに限る） 

 

１ 証憑書類 

 ⑴ 領収書（飛行機の日時、便名が確認できるもの）。 

請求書払いの場合は、請求書（飛行機の日時、便名が確認で

きるもの）及び領収書又は支払いが確認できる銀行振込証等 

 ⑵ 搭乗券、又は搭乗及び座席クラスが確認できるもの。 

 

 

オ 宿泊料 

 

 

 

 

カ ホテルパック料金 

 

１ 証憑書類 

領収書又は支払いが確認できる銀行振込証等 

ただし、宿泊日、宿泊者、宿泊日ごとの金額の内訳等が確認

できるものであること。 

 

１ 証憑書類 

 ⑴ 請求書又は旅程表等 

搭乗者、日時、利用する航空便、宿泊日数等が確認できるも

のを添付すること。 

 ⑵ 領収書または支払いが確認できる銀行振込証等 

 ⑶ 搭乗券、又は搭乗及び座席クラスが確認できるもの。 

２ 留意事項 

 (1) ホテルパック料金の一部のみが補助対象となる場合は、以

下の算出式により、航空運賃及び宿泊料を算出し、補助対象

経費の相当額を算出するものとする。 

<算定式> 



 

 

 

 

  航空運賃(往復)  ※片道を算出する場合は往復の２分の１ 

＝ホテルパック料金(消費税抜)－(9,000 円(※)×宿泊日数) 

  ※ 宿泊費の補助対象経費の上限をホテルパックから差引き、航空運

賃を算出するものとする。東京都特別区、大阪市、名古屋市等、旅

費条例第 20 条第１項第１号に定める甲地方に該当する場合にあっ

ては、10,000 円とする。 

(2) 上記算定式により算出した航空運賃（往復）の額がマイナ

スになる場合は、航空運賃の額を 0円とみなし、当該ホテル

パック料金は、宿泊料のみとして扱うものとする。 

 

キ 特別急行列車及び新幹線

に係る運賃とは、以下の経費

（これに相当する経費を含

む）とする。 

１ 旅客運賃 

２ 急行料金 

３ 座席指定料金 

４ 発券手数料 

 

 

ク 船賃とは、以下の経費（こ

れに相当する経費を含む）と

する。 

１ 旅客運賃（はしけ賃及び桟

橋賃を含む） 

２ 寝台料金 

３ 座席指定料金 

 

ケ その他知事が必要と認め

る経費 

 

 

※旅費（エ～キ）に関する 

共通留意事項 

 

 

 

 

 

１ 証憑書類 

 ⑴ 請求書又は利用区間の運賃を確認できる料金表等 

 ⑵ 領収書又は支払いが確認できる銀行振込証等 

２ 留意事項 

⑴ 特別急行列車及び新幹線の利用区間が片道 100km 未満の

場合は、補助対象外とする。 

⑵ グリーン車等、特別車両料金が付加される座席を利用した

場合で、普通席との差額が算出できない場合にあっては、補

助対象外とする。 

 

１ 証憑書類 

 ⑴ 請求書又は利用区間の運賃を確認できる料金表等 

 ⑵ 領収書又は支払いが確認できる銀行振込証等 

 

 

 

 

 

上記ア～クに定める経費のほか、当該補助事業を実施するため

に必要と認められる経費が生じた場合には、別途知事と協議する

ものとする。 

 

留意事項 

(1) 補助対象事業者となる県内生産者には、県内生産者の職員の

ほか、補助対象事業者専属の販売説明員も含むものとする。 

(2) クラス J、プレミアムクラスを利用した場合で、普通席との

差額が算出できない場合にあっては、補助対象外とする。（自

己負担等でアップグレードした場合には、料金差額が確認でき

る資料を添付すること）。 

(3) 便の変更等により、搭乗証明書に記載された内容と、請求書

又は領収書に記載された内容が一致しない場合には、変更等の



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理由及び変更に伴う航空賃の変動等が確認できる書類を添付

すること。 

(4) 私的な理由等により、補助事業の実施日よりも必要以上前に

用務地に移動している場合には、往路分の航空運賃及び当該期

間の宿泊費は補助対象外とする。 

(5) 宿泊料の上限となる日数を超えて当事業目的のために滞在

する場合は、補助対象となる宿泊日から起算した上限日数分を

補助対象として扱うものとする。 

(6) 補助事業終了後に延泊する場合は、２泊を上限とするものと

し、その宿泊費は補助対象外とする。２泊を超える場合には、

復路の航空運賃は補助対象外とする。 

(7) 出発地又は到着地は、原則として勤務地とする。 

(8) 昼食、夕食、その他商品券、クーポン等のオプション料金が

含まれている場合は、当該オプション料金相当額を減額するも

のとする。ただし、スタンダード料金に無料特典が付加されて

いる場合で、かつ、経済的、合理的な理由が認められる場合は

減額しない。 

(9) その他この運用に定めのない事項については、沖縄県職員の

旅費に関する条例（昭和 47年条例第 49号）の適用を受ける。 

 



 

 

 

 

様式第 1号（第６条第１項関係） 

 

  年  月  日 

沖 縄 県 知 事 殿 

 

事業者の住所 

事 業 者 名 

代表者職・氏名                   印   

 

 

 

令和 年度県産品拡大展開総合支援事業補助金交付申請書 

 

 

  令和 年度県産品拡大展開総合支援事業補助金の交付を受けたいので、沖縄県補助金等の

交付に関する規則（昭和 47年沖縄県規則第 102 号）第３条の規定に基づき、下記の通り申請

します。 

 

 

記 

 

 

 １  補助事業の種類       見本市・展示商談会等出展支援 

 

 

 ２  交付を受けようとする補助金の額                 円（内訳は別紙） 

 

 

 ３  添付資料 

    別紙の通り 

 

 

 ４  担当者及び連絡先 

    □ 役職・氏名 ： 

    □ 連絡先   ： 

    □ e-mail   ： 

 

 

 

 （備考） 

  １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。 

  ２ 補助金実施要領に定める資料を添付すること。 

  ３ 不要の文字をまっ消して使うこと。 



 

 

 

 

別紙１ 

会 社 概 要 

 

申請企業名   

代表の役職及び氏名   

本店の所在地   

申請担当者 役職及び氏名   

電話番号・ＦＡＸ番号 電話             ＦＡＸ 

メールアドレス 
 

ウェブサイト 
 

事業概要 
 

主な取扱商品、生産品目 
 

資本金（千円）  設立年月日 西暦   年  月 

従業員数 正社員      名    非正規職員      名 

直近決算期の売上高 

（   年   月期） 

全体 千円 

県内 千円 県外 千円 

海外 千円 
通販 

（EC 等） 
千円 

補助金・委託事業名 
 

（他の公的機関から補助金等を受けている場合） 

県外に 

有している

販路 

県外卸売業者 
 

県外小売店  

県外業務筋  

県外での定番化商品（店舗名） 
 

県外展開のビジョンと実現に向けた具体的方策 

 

 

 



 

 

 

 

別紙２ 

企 画 書（見本市・展示商談会等出展支援） 

 

 

申請企業名 
 

出展する見本市・展示商

談会等の名称 

名称： 

場所： 

実施期間   年  月  日 ～     年  月  日 

（   日間） 

出品商品一覧（別紙可） 

１  11  21  

２  12  22  

３  13  23  

４  14  24  

５  15  25  

６  16  26  

７  17  27  

８  18  28  

９  19  29  

10  20  30  

 

今回出展する見本市等を

選択した理由 

 

 

 

 

 来場者数規模  

来場者層  

具体的な活動内容 

 

 

 

過去の成果等 

 

 

 

 

※過去に同補助金を受けている場合 

前回からの改善点 

 

 

※過去に同補助金を受けている場合 

目標及び期待される効果 

 

 

 

※ 見本市等のパンフ等、概要がわかる資料を添付すること。 

※ その他、任意で作成した企画書がある場合は添付すること。 



 

 

 

 

別紙３ 

日 程 表 

 

日 付 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別紙４ 

 

収 支 計 算 書（申請） 

 

 

１ 収入の部 

負担区分 実績額 

 １ 補助交付申請額 

 

 ２ 補助事業者負担分 

 

 ３ その他（                ） 

 

            合計 
            ※補助対象経費の税込合計額 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

２ 支出の部 

補助対象経費 
補助対象経費×2/3 

※小数点以下切り捨て 

補助対象経費 

（ ）は税込金額 

出展小間料 
 

円 

税込（       円） 

円   

ブース設営・運営費 
 

円 

税込（       円） 

円   

商品説明員（マネキン）の 

雇用に関する経費 

 

円 

税込（       円） 

円   

航空運賃（普通席） 
 

円 

税込（       円） 

円   

宿泊料 ※上限額あり 
 

円 

税込（       円） 

円  

ホテルパック料金 
 

円 

税込（       円） 

円  

特別急行列車及び新幹線に係る運賃 
 

円 

税込（       円） 

円  

船賃 
 

円 

税込（       円） 

円  

その他知事が必要と認める経費  
 

円 

税込（       円） 

円   

 

            合 計 

 

   ※上限 30万円    交付申請額 

 

 

円 

 

円 

 税込（        円）         

           円 

１ １ 収入の部の負担区分の欄の「３ その他」の（  ）内には、収入経費の名称を記載すること。 

（例：参加企業負担金） 

２ 実際に負担すると見込まれる額（消費税等仕入控除税額を減額）を記載し、（  ）内は消費税込みの金額を

記載すること。 

３ 事業に要する経費を確認できる書類（見積書等）の写しを添付すること。 

４ 補助金申請額を算出する場合には、補助対象経費ごとの合算額に補助率を乗じるものとし、当該額に１円未満

の端数が生じた場合は切捨てとする（補助対象経費ごとに計算）。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別紙５ 

  年  月  日 

 

誓 約 書 

 

沖縄県知事 殿 

 

                   事業者名  

                   代表者の職・氏名               印 

 

 

 私は、県産品拡大展開総合支援事業補助金を申請するにあたり、以下のとおり誓約します。 

 

１ 私は、沖縄県暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を

有する者に該当しません。 

 

２ 補助事業の申請、実績報告はそれぞれ交付要綱に定められた期限を遵守します。 

 

３ 本申請にかかる補助対象経費については、当該補助事業以外の経費は計上しておらず、 

また、他の補助金と重複するものはありません。 

 

４ 本申請にかかる補助対象経費の支払いは、口座振込を基本とし、相殺はしません。 

 

５ 本補助金の成果に関する事後調査に協力します。 

 

 

 

（参考） 

沖縄県暴力団排除条例 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

  (１) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律  第 77

号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

  (２) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常

習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

 （中略） 

  六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 



 

 

 

 

様式第９号（第 12 条関係） 

  年  月  日 

沖 縄 県 知 事 殿 

 

事業者の住所 

事 業 者 名 

代表者職・氏名                   印   

 

 

 令和 年度県産品拡大展開総合支援事業補助金実績報告書 

 

     年  月  日付け指令商第    号で補助金の交付決定通知のあった補助事

業は 完了 したので、県産品拡大展開総合支援事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）

第 12条の規程に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 事業の実施期間      年  月  日  ～    年  月  日 

 

 

 ２ 事業の成果     別添事業成果報告書のとおり 

 

 

 ３ 交付決定の額及びその実績額 

 

補助金の種類 交付決定額 実績額 差 額 

見本市・展示商談会等出展支援 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 ４  添付資料     別紙の通り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （備考） 

 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。 

 ２ 不要の文字をまっ消して使うこと。 



 

 

 

 

別紙６ 

事業成果報告書（見本市・展示商談会等出展支援） 

１ 活動実績 

申請企業名  

見本市等の名称 
名称： 

場所： 

実施期間 
  年  月  日 ～     年  月  日 

（   日間） 

出品商品一覧（別紙可） 

１  11  21  

２  12  22  

３  13  23  

４  14  24  

５  15  25  

６  16  26  

７  17  27  

８  18  28  

９  19  29  

10  20  30  

具体的な活動内容 

 

 

 

２ 事業の成果 

全商談件数 件 

主な成約（適宜、

行を追加） 

 

 全成約件数 

     件 

商談した県外事業者名 成約合計額 反応が良かった商品名 

1 円 
 

2 円  

3 円 
 

4 円  

その他 円 
 

合計 円  

主な成約見込み

（適宜、行を追

加） 

 

 全見込件数 

     件 

商談した県外事業者名 成約見込み合計額 反応が良かった商品名 

1 円 
 

2 円  

3 円 
 

4 円  

その他 円 
 

合計 円  

県外流通事業者

の反応 

 

 

今後の販売販路

拡大に向けた課

題・展開 

 

 

 

※成約額等については、後日、事後調査を行う。



 

 

 

 

写真（補助事業の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 実施状況が分かる写真（カラー）を貼付すること。 

※ 補助事業で制作したパネル等がある場合には、その成果物の画像および 

  使用したことが確認できる写真をを貼付すること。 

  

写真 

写真 写真 

写真 

写真 写真 



 

 

 

 

別紙７ 

収 支 精 算 書（実績報告） 

 

 

１ 収入の部 

負担区分 実績額 

 １ 補助対象額 

 

 ２ 補助事業者負担分 

 

 ３ その他（                ） 

 

            合計 
            ※補助対象経費の税込合計額 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

２ 支出の部 

補助対象経費 交付決定額 
補助対象経費×2/3 

※小数点以下切り捨て 

補助対象経費 

（ ）は税込金額 

出展小間料 
 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

   円   

ブース設営・運営費 
 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円   

商品説明員（マネキン）の雇用

に関する経費 

 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円   

航空運賃（普通席） 
 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円  

宿泊料 ※上限額あり 
 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円  

ホテルパック料金 
 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円  

特別急行列車及び新幹線にかか

る運賃  

 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円  

船賃 
 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円  

その他知事が必要と認める経費  
 

 円 

 

 円 

税込（     円） 

円   

 

    合 計 

 

       補助対象額 

 

 

 円 

 

円 

 

 円 

 

円 

税込（     円） 

円   

１ １ 収入の部の負担区分の欄の「３ その他」の（  ）内には、収入経費の名称を記載すること。 

（例：参加企業負担金） 

２ 補助金の実績額は、実際に負担した額（消費税等仕入控除税額を減額）を記載し、（  ）内は消費税込みの

金額を記載すること。 

３ 事業に要した経費を確認できる書類（領収書等）の写しを添付すること。 

４ 補助対象額を算出する場合には、補助対象経費ごとの合算額に補助率を乗じるものとし、当該額に１円未満の

端数が生じた場合は切捨てとする（補助対象経費ごとに計算）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

様式第 12 号（第 14 条関係） 

  年  月  日 

沖 縄 県 知 事  殿 

  

事業者の住所 

事 業 者 名 

代表者職・氏名                   印   

 

 

令和 年度県産品拡大展開総合支援事業補助金精算払請求書 

 

     年  月  日付け達商第    号で補助金の確定通知のあった補助事業につ

いて、県産品拡大展開総合支援事業補助金交付要綱第 14条の規程に基づき、下記のとおり請

求します。 

 

記 

 

  

 

補助金の種類 額の決定額 請求額 

見本市・展示商談会等出展支援 

 

円 

 

円 

 

 

 

 

 

 

                    （振り込み口座） 

金融機関・支店  

預金の種類  

口座番号  

口座名義人 
 

 

 

 

 （備考） 

 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。 

 ２ 不要の文字をまっ消して使うこと。 


